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太陽光発電の義務化について記者会見する小池知事（4月、東京都提供）
9日にお別れの会が催された石原慎太郎元東京都知事。小池百合子都知事が石原都政の功績で真っ先に挙げるのがディーゼル規制だ。肝煎りの太陽光発電の義務化はディーゼルのようなレガシーになるのか。石原都政で副知事を務めた青山佾（やすし）明治大名誉教授と考えてみた。

都は2030年に再生可能エネルギーの利用割合を5割にするとし、都内の住宅1棟ごとに太陽光に適しているか判定した地図をつくって導入を促している。最近は電力の逼迫や料金高騰で太陽光への関心は高い。「政策の筋はよい」と青山氏はみる。

時機はどうか。米カリフォルニア州は太陽光設置を10年ほど補助した後、20年に義務化した。都も補助を約10年続けているが設置は数%にとどまる。政策目標に向け段階的に進めており「義務化を考えてよいころだ」という。

義務化といっても太陽光に向かない住宅への配慮は必要だ。対象の住宅メーカー約50社は日当たりを考慮し、供給戸数の85%程度が設置の義務量になる。購入者に選択の余地を残すため、拒否する人が3割出ても義務量を果たせるのりしろを設ける方向だ。

それでも対策の負担が生じる業界は反対する。石原氏はトラック各社のトップと会談し、世論の賛同を背景に受け入れを迫った。全社が拒否すると都は負担増分の全額補助を打ち出す。アメとムチで業界を説得した形だ。

住宅メーカーとの調整はこれからだ。大手は8割設置しているところもあるが、パワービルダーと呼ばれる低価格メーカーに義務化はきつい。

設置費用は一般的な4キロワットで90万円程度。最終的に購入者の負担になり、都は初期費用のかからないリース方式なども検討している。

政治的にはディーゼルのように負担ゼロになる補助に踏み込むか注目される。売電収入も得られることを考えれば全額補助はハードルが高い。カリフォルニア州は義務化の際に補助を打ち切った。小池氏の政治判断になる。

世論はどうか。石原氏は黒いススで世論を味方にした。同時に「車の利便性と健康・寿命はトレードオフだ」と文明論の大きな土俵を意識させることで、利益優先の業界との論争を優位に進めた。

現状は義務化に批判が多い。青山氏は「脱炭素の論点は多岐にわたる。もっと大きな絵を描く中で義務化を進めてはどうか」と話している。
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